
 
広
島
県
税
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
四
年
三
月
二
十
二
日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

広
島
県
知
事 

湯 
 

﨑 
 

英 
 

彦 

広
島
県
規
則
第
五
号 

広
島
県
税
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

（
広
島
県
税
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
一
条 

広
島
県
税
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
広
島
県
規
則
第
五
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。 

 
 

附
則
別
記
様
式
第
十
九
号
中
「印
」
を
削
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 



改 正 後 改 正 前 

  
様式第27号（第17条関係） 

 
公     告 

（略） 
     年 月 日 

広 島 県 知 事  印 
（広島県  県税事務所長）  

（略） 

 備考 （略） 

 
様式第28号（第18条関係） 

 （略） 

（略） 
更 正 の 請 求 書 

（略） 

（略） 

（注） １ （略） 
    ２  この更正の請求書は，法人の県民税・事業税・特別法人

事業税及び県民税の利子割・配当割・株式等譲渡所得割以外
の税について使用してください。 

    ３ （略） 
備考 （略） 

 
 

様式第27号（第17条関係） 

 
公     告 

（略） 
     年 月 日 

広 島 県 知 事    
（広島県  県税事務所長）  

（略） 

 備考 （略） 

 
様式第28号（第18条関係） 

 （略） 

（略） 
更 正 の 請 求 書 

（略） 

（略） 

（注） １ （略） 
    ２  この更正の請求書は，法人の県民税・事業税・特別法人

事業税及び地方法人特別税並びに県民税の利子割・配当割・
株式等譲渡所得割以外の税について使用してください。 

    ３ （略） 
備考 （略） 

 
 

  



 
 

別
記
様
式
第
三
十
号
か
ら
別
記
様
式
第
三
十
一
号
ま
で
の
様
式
、
別
記
様
式
第
四
十
二
号
の
七
、
別

記
様
式
第
四
十
二
号
の
十
、
別
記
様
式
第
四
十
四
号
の
四
、
別
記
様
式
第
四
十
四
号
の
五
、
別
記
様
式

第
四
十
四
号
の
七
、
別
記
様
式
第
四
十
五
号
、
別
記
様
式
第
四
十
六
号
の
三
か
ら
別
記
様
式
第
四
十
八

号
ま
で
の
様
式
及
び
別
記
様
式
第
五
十
号
中
「印

」
を
削
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 



改 正 後 改 正 前 

  
様式第73号（第52条の４関係） 

 

 （略） 

（略） 

軽 油 返 還 届 出 書 

（略） 

（注） （略） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

備考 （略） 

 
 

様式第73号（第52条の４関係） 

 

 （略） 

（略） 

軽 油 返 還 届 出 書 

（略） 

（注） （略） 

 

※        軽 油 返 還 届 出 書 受 領 書 

  年  月  日  
住所(所在地) 

 氏名(名 称)       様 
広島県西部県税事務所長 印  

    年  月  日引取りの行われた軽油   リットルにつ
いて，販売契約の解除により    年  月  日返還があつた
旨の届出書を受領しました。 

備考 （略） 

 
 

  



第
二
条 

広
島
県
税
規
則
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

改 

正 

後 

改 

正 

前 

 
 

 

（
徴
収
猶
予
に
係
る
通
知
） 

第
十
一
条 

（
略
） 

２ 

法
第
十
五
条
の
二
の
二
（
法
第
五
十
五
条
の
二
第

三
項
、
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二
第
十
二
項
、
第

七
十
二
条
の
三
十
九
の
二
第
三
項
及
び
第
七
十
二
条

の
五
十
七
の
二
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
別
記
様
式
第
十

六
号
の
六
に
よ
る
徴
収
猶
予
通
知
書
、
別
記
様
式
第

十
六
号
の
六
の
二
に
よ
る
徴
収
猶
予
期
間
延
長
通
知

書
又
は
別
記
様
式
第
十
六
号
の
七
に
よ
る
徴
収
猶
予

（
期
間
延
長
）
不
承
認
通
知
書
に
よ
つ
て
す
る
も
の

と
す
る
。 

   

（
徴
収
猶
予
の
取
消
し
通
知
） 

第
十
一
条
の
三 

法
第
十
五
条
の
三
第
三
項
（
法
第
五

十
五
条
の
二
第
四
項
、
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二

第
十
二
項
、
第
七
十
二
条
の
三
十
九
の
二
第
四
項
及

び
第
七
十
二
条
の
五
十
七
の
二
第
四
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、

別
記
様
式
第
十
六
号
の
八
に
よ
る
徴
収
猶
予
取
消
し

通
知
書
に
よ
つ
て
す
る
も
の
と
す
る
。 

   

（
徴
収
猶
予
等
に
係
る
担
保
の
提
供
手
続
等
） 

第
十
一
条
の
七 

法
第
十
六
条
第
一
項
本
文
、
法
第
五

十
五
条
の
二
第
二
項
本
文
、
第
七
十
二
条
の
三
十
八

の
二
第
二
項
本
文
（
同
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
七
十
二
条
の
三
十
九
の
二

第
二
項
本
文
若
し
く
は
第
七
十
二
条
の
五
十
七
の
二

第
二
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
担
保
を
徴
さ
れ
る
者
又

は
条
例
第
七
十
一
条
の
六
若
し
く
は
第
百
十
二
条
の

九
の
規
定
に
よ
り
担
保
を
提
供
す
る
者
は
、
施
行
令

第
六
条
の
十
（
施
行
令
第
九
条
の
九
の
四
第
二
項
、

第
三
十
二
条
、
第
三
十
二
条
の
二
第
三
項
、
第
三
十

五
条
の
四
の
二
第
二
項
、
第
三
十
九
条
の
十
二
又
は

第
四
十
三
条
の
十
六
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
担
保
の
提
供
手
続
を

す
る
ほ
か
、
別
記
様
式
第
十
六
号
の
十
六
に
よ
る
担

保
提
供
書
を
施
行
令
第
六
条
の
十
第
一
項
、
第
三
項

又
は
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
書
類
と
併
せ
て
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

   

２ 

知
事
又
は
県
税
事
務
所
長
は
、
法
第
十
六
条
第
一

項
本
文
、
第
五
十
五
条
の
二
第
二
項
本
文
、
第
七
十

二
条
の
三
十
八
の
二
第
二
項
本
文
（
同
条
第
七
項
に

 

（
徴
収
猶
予
に
係
る
通
知
） 

第
十
一
条 

（
略
） 

２ 

法
第
十
五
条
の
二
の
二
（
法
第
五
十
五
条
の
二
第

三
項
、
第
五
十
五
条
の
四
第
三
項
、
第
七
十
二
条
の

三
十
八
の
二
第
十
二
項
、
第
七
十
二
条
の
三
十
九
の

二
第
三
項
、
第
七
十
二
条
の
三
十
九
の
四
第
三
項
及

び
第
七
十
二
条
の
五
十
七
の
二
第
三
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、 

 

別
記
様
式
第
十
六
号
の
六
に
よ
る
徴
収
猶
予
通
知
書
、 

 

別
記
様
式
第
十
六
号
の
六
の
二
に
よ
る
徴
収
猶
予
期

間
延
長
通
知
書
又
は
別
記
様
式
第
十
六
号
の
七
に
よ

る
徴
収
猶
予
（
期
間
延
長
）
不
承
認
通
知
書
に
よ
つ

て
す
る
も
の
と
す
る
。 

  

（
徴
収
猶
予
の
取
消
し
通
知
） 

第
十
一
条
の
三 

法
第
十
五
条
の
三
第
三
項
（
法
第
五

十
五
条
の
二
第
四
項
、
第
五
十
五
条
の
四
第
四
項
、

第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二
第
十
二
項
、
第
七
十
二

条
の
三
十
九
の
二
第
四
項
、
第
七
十
二
条
の
三
十
九

の
四
第
四
項
及
び
第
七
十
二
条
の
五
十
七
の
二
第
四

項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に

よ
る
通
知
は
、
別
記
様
式
第
十
六
号
の
八
に
よ
る
徴 

 

収
猶
予
取
消
し
通
知
書
に
よ
つ
て
す
る
も
の
と
す
る
。 

  

（
徴
収
猶
予
等
に
係
る
担
保
の
提
供
手
続
等
） 

第
十
一
条
の
七 

法
第
十
六
条
第
一
項
本
文
、
法
第
五

十
五
条
の
二
第
二
項
本
文
、
第
五
十
五
条
の
四
第
二

項
本
文
、
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二
第
二
項
本
文

（
同
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

）
、
第
七
十
二
条
の
三
十
九
の
二
第
二
項
本
文
、
第

七
十
二
条
の
三
十
九
の
四
第
二
項
本
文
若
し
く
は
第

七
十
二
条
の
五
十
七
の
二
第
二
項
本
文
の
規
定
に
よ

り
担
保
を
徴
さ
れ
る
者
又
は
条
例
第
七
十
一
条
の
六

若
し
く
は
第
百
十
二
条
の
九
の
規
定
に
よ
り
担
保
を

提
供
す
る
者
は
、
施
行
令
第
六
条
の
十
（
施
行
令
第 

 

九
条
の
九
の
四
第
二
項
、
第
九
条
の
九
の
五
第
二
項
、 

 

第
三
十
二
条
、
第
三
十
二
条
の
二
第
三
項
、
第
三
十 

 

二
条
の
三
第
三
項
、
第
三
十
五
条
の
四
の
二
第
二
項
、 

 

第
三
十
九
条
の
十
二
又
は
第
四
十
三
条
の
十
六
第
二

項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に

よ
る
担
保
の
提
供
手
続
を
す
る
ほ
か
、
別
記
様
式
第

十
六
号
の
十
六
に
よ
る
担
保
提
供
書
を
施
行
令
第
六

条
の
十
第
一
項
、
第
三
項
又
は
第
四
項
の
規
定
に
よ

り
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書
類
と
併
せ
て
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

知
事
又
は
県
税
事
務
所
長
は
、
法
第
十
六
条
第
一

項
本
文
、
第
五
十
五
条
の
二
第
二
項
本
文
、
第
五
十

五
条
の
四
第
二
項
本
文
、
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の



お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
七
十
二
条

の
三
十
九
の
二
第
二
項
本
文
若
し
く
は
第
七
十
二
条

の
五
十
七
の
二
第
二
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
担
保
を

徴
し
た
後
又
は
条
例
第
七
十
一
条
の
六
若
し
く
は
第

百
十
二
条
の
九
の
規
定
に
よ
り
担
保
の
提
供
が
あ
つ

た
後
当
該
担
保
の
必
要
が
な
く
な
つ
た
場
合
は
、
当

該
担
保
を
解
除
し
、
そ
の
旨
を
別
記
様
式
第
十
六
号

の
十
七
に
よ
る
担
保
解
除
通
知
書
に
よ
つ
て
当
該
担

保
の
提
供
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。 

  

二
第
二
項
本
文
（
同
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。
）
、
第
七
十
二
条
の
三
十
九
の
二
第

二
項
本
文
、
第
七
十
二
条
の
三
十
九
の
四
第
二
項
本

文
若
し
く
は
第
七
十
二
条
の
五
十
七
の
二
第
二
項
本

文
の
規
定
に
よ
り
担
保
を
徴
し
た
後
又
は
条
例
第
七

十
一
条
の
六
若
し
く
は
第
百
十
二
条
の
九
の
規
定
に

よ
り
担
保
の
提
供
が
あ
つ
た
後
当
該
担
保
の
必
要
が

な
く
な
つ
た
場
合
は
、
当
該
担
保
を
解
除
し
、
そ
の

旨
を
別
記
様
式
第
十
六
号
の
十
七
に
よ
る
担
保
解
除

通
知
書
に
よ
つ
て
当
該
担
保
の
提
供
者
に
通
知
す
る

も
の
と
す
る
。 

 
 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 



改 正 後 改 正 前 

  
様式第10号の２（第６条関係） 
 （表） （略） 

（裏） 
（注） １ （略） 
    ２ 法人税法第75条の２第１項の規定によつて確定申告書の提

出期限が延長された法人又は地方税法第72条の25第３項若し
くは第５項若しくは地方税法等の一部を改正する法律（令和
２年法律第５号）第２条の規定による改正前の地方税法第72
条の25第５項の規定（特別法人事業税及び特別法人事業譲与
税に関する法律第８条の規定により法人の事業税の賦課徴収
の例によることとされる場合を含む。）によつて納期限の延
長の承認を受けている法人にあつては，事業年度終了の日後
２月を経過した日から延長された納期限までの期間の日数に
応じ，年7.3パーセントの割合（又は地方税法附則第３条の
２の２により定められる割合）を乗じて計算した金額を加算
してください。 

    ３―５ （略） 
備考 （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第10号の２（第６条関係） 
 （表） （略） 

（裏） 
（注） １ （略） 
    ２ 法人税法第75条の２第１項の規定によつて確定申告書の提

出期限が延長された法人又は地方税法第72条の25第３項若し
くは第５項の規定（特別法人事業税及び特別法人事業譲与税
に関する法律第８条の規定により法人の事業税の賦課徴収の
例によることとされる場合を含む。）によつて納期限の延長
の承認を受けている法人にあつては，事業年度終了の日後２
月を経過した日から延長された納期限までの期間の日数に応
じ，年7.3パーセントの割合（又は地方税法附則第３条の２
の２により定められる割合）を乗じて計算した金額を加算し
てください。 

 
 
    ３―５ （略） 
備考 （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第10号の２の２（第６条関係） 
 （表） （略） 

（裏） 
（注） １・２ （略） 
    ３ 法人税法第75条の２第１項の規定によつて確定申告書の提

出期限が延長された法人又は地方税法第72条の25第３項若し
くは第５項若しくは地方税法等の一部を改正する法律（令和
２年法律第５号）第２条の規定による改正前の地方税法第72
条の25第５項の規定（特別法人事業税及び特別法人事業譲与
税に関する法律第８条の規定により法人の事業税の賦課徴収
の例によることとされる場合を含む。）によつて納期限の延
長の承認を受けている法人にあつては，事業年度終了の日後
２月を経過した日から延長された納期限までの期間の日数に
応じ，年7.3パーセントの割合（又は地方税法附則第３条の
２の２により定められる割合）を乗じて計算した金額を加算
してください。 

   ４―６ （略） 
備考 （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第10号の２の２（第６条関係） 
 （表） （略） 

（裏） 
（注） １・２ （略） 
    ３ 法人税法第75条の２第１項の規定によつて確定申告書の提

出期限が延長された法人又は地方税法第72条の25第３項若し
くは第５項の規定（特別法人事業税及び特別法人事業譲与税
に関する法律第８条の規定により法人の事業税の賦課徴収の
例によることとされる場合を含む。）によつて納期限の延長
の承認を受けている法人にあつては，事業年度終了の日後２
月を経過した日から延長された納期限までの期間の日数に応
じ，年7.3パーセントの割合（又は地方税法附則第３条の２
の２により定められる割合）を乗じて計算した金額を加算し
てください。 

 
 
   ４―６ （略） 
備考 （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第11号の２（第６条関係） 
 （表） （略） 

（裏） 

（注） 
 
１ （略） 
２ 延滞金の計算方法 
 (1) （略） 
 (2) 法人税法第75条の２第１項の規定によつて確定申告書

の提出期限が延長された法人又は地方税法第72条の25第
３項若しくは第５項若しくは地方税法等の一部を改正す
る法律（令和２年法律第５号）第２条の規定による改正
前の地方税法第72条の25第５項の規定（特別法人事業税
及び特別法人事業譲与税に関する法律第８条の規定によ
り法人の事業税の賦課徴収の例によることとされる場合
及び地方税法等の一部を改正する等の法律（平成28年法
律第13号）附則第31条第２項の規定によりなおその効力
を有するものとされた同法第９条の規定による廃止前の
地方法人特別税等に関する暫定措置法（以下「地方法人
特別税等に関する暫定措置法」という。）第10条の規定
により法人の事業税の賦課徴収の例によることとされる
場合を含む。）によつて納期限の延長の承認を受けてい
る法人にあつては，事業年度終了の日後２月を経過した
日から延長された納期限までの期間の日数に応じ，年
7.3パーセントの割合（又は地方税法附則第３条の２に
より定められる割合）を乗じて計算した金額を加算して
ください。 

    なお，平成12年１月１日以後の期間については，「年
7.3パーセントの割合（又は地方税法附則第３条の２に
より定められる割合）」を「年7.3パーセントの割合（
又は地方税法附則第３条の２の２により定められる割合
）」と読み替えて計算してください。 

 (3)・(4) （略） 
３・４ （略） 

  

  

様式第11号の２（第６条関係） 
 （表） （略） 

（裏） 

（注） 
 
１ （略） 
２ 延滞金の計算方法 
 (1) （略） 
 (2) 法人税法第75条の２第１項又は地方税法第72条の25第

３項若しくは第５項の規定（特別法人事業税及び特別法
人事業譲与税に関する法律第８条の規定により法人の事
業税の賦課徴収の例によることとされる場合及び地方税
法等の一部を改正する等の法律（平成28年法律第13号）
附則第31条第２項の規定によりなおその効力を有するも
のとされた同法第９条の規定による廃止前の地方法人特
別税等に関する暫定措置法（以下「地方法人特別税等に
関する暫定措置法」という。）第10条の規定により法人
の事業税の賦課徴収の例によることとされる場合を含
む。）によつて納期限の延長の承認を受けている法人に
あつては，事業年度終了の日後２月を経過した日から延
長された納期限までの期間の日数に応じ，年7.3パーセ
ントの割合（又は地方税法附則第３条の２により定めら
れる割合）を乗じて計算した金額を加算してください。 

    なお，平成12年１月１日以後の期間については，「年
7.3パーセントの割合（又は地方税法附則第３条の２に
より定められる割合）」を「年7.3パーセントの割合（
又は地方税法附則第３条の２の２により定められる割合
）」と読み替えて計算してください。 

 
 
 
 
 (3)・(4) （略） 
３・４ （略） 

  

  



様式第43号（第24条関係） 

  

法人設立届・法人の事務所等の設置届 （略） 

（略） 
通算親法人の場合 最初の適用対象事業年度 （略） 

通算子法人の場合 

（略） （略） 

通 算 親 法 人 名 称 （略） 

通 算 親 法 人 所 在 地 （略） 

通算親法人の決算期(事業年度) （略） 

通算子法人適用開始事業年度 （略） 

（略） 

（注） （略） 
備考 （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第43号（第24条関係） 

  

法人設立届・法人の事務所等の設置届 （略） 

（略） 
連結親法人の場合 最 初 連 結 事 業 年 度 （略） 

連結子法人の場合 

（略） （略） 

連 結 親 法 人 名 称 （略） 

連 結 親 法 人 所 在 地 （略） 

連結親法人の決算期(事業年度) （略） 

連結子法人適用開始事業年度 （略） 

（略） 

（注） （略） 
備考 （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



 
 

別
記
様
式
第
四
十
三
号
の
七
の
三
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 



様式第 43号の７の３（第 24条関係） 

届出事項の異動届(通算承認等) 
 

受付印 

※
処
理 

管理番号 
電 算 入 力 
年 月 日 

索 引 簿 登 載 
年 月 日 

担当者 

 

 ・ ・ ・ ・  

    

届出書提出法人  □ 通算親法人  □ 通算子法人 

本 店 

所 在 地 

〒 

電話（   ）    ―      

          年  月  日 

 

広島県    県税事務所長様 

県内の主たる 

事務所等所在地 

〒 

電話（   ）    ―      

フ リ ガ ナ  

法 人 名  

法 人 番 号  

代 表 者 氏 名  

法人税法第64条の９の承認等に伴つて生じる地方税法第72条の13に規定する事業年度等の異動事項について次のとおり届け出ます。 

１ 通算制度の承認等に伴う事業年度等の事項 

承 認 等 の 区 分 ・ 事 由 

 □通算制度の承認を受けた 

 □完全支配関係を有することとなつた 

 □完全支配関係を有しなくなる等の事実が生じた 

   （原因：                   ） 

 □通算制度の承認の効力を失うこととなつた 

 □通算制度の取りやめの承認を受けた 

事 由 が 生 じ た 日        年   月   日 

通算親法人の最初通算事業年度        年   月   日 から        年   月   日 まで 

税
理
士
氏
名 

通算子法人の通算適用開始事業年度        年   月   日 から        年   月   日 まで 

事 業 年 度 の 特 例 に 関 す る 事 項 

変
更
前 

 

 

       年   月   日 から        年   月   日 まで 

変
更
後 

 

 

       年   月   日 から        年   月   日 まで 

 

 

 

       年   月   日 から        年   月   日 まで 

２ 通算親法人に関する事項（※この届出書を提出する法人が通算子法人の場合に記載してください。） 

フ リ ガ ナ  設立年月日 

法 人 名  年  月  日 

本 店 

所 在 地 

〒 

電話（   ）   ―      電
話
番
号 

県 内 の 主 た る 

事 務 所 等 所 在 地 

〒 

電話（   ）   ―      

税 理 士 氏 名  電話番号 （   ）     ― 

３ その他の異動事項 

 
 
 
 
 

― 

異 動 事 項 異   動   前 異   動   後 

   

   

異動年月日           年   月   日 登記年月日           年   月   日 

備 

考 

 添付書類 
・事実を証する書類の写し 

・登記事項証明書等の写し 

（注） ※印欄は，記入しないでください。 

備考 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４とする。 



 
（
広
島
県
税
事
務
取
扱
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
三
条 

広
島
県
税
事
務
取
扱
規
則
（
昭
和
三
十
五
年
広
島
県
規
則
第
九
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

改 
正 

後 

改 

正 

前 

 
 

 

（
調
定
の
整
理
及
び
収
入
手
続
） 

第
十
二
条 

（
略
） 

 

一
―
三 

（
略
） 

 

三
の
二 

法
人
県
民
税
・
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業

税
調
定
異
動
集
計
書 

別
記
様
式
第
七
十
八
号 

  

三
の
三
―
九 

（
略
） 

 

（
調
定
の
整
理
及
び
収
入
手
続
） 

第
十
二
条 

（
略
） 

 

一
―
三 

（
略
） 

 

三
の
二 

法
人
県
民
税
・
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業

税
・
地
方
法
人
特
別
税
調
定
異
動
集
計
書 

別
記

様
式
第
七
十
八
号 

 

三
の
三
―
九 

（
略
） 

 
 

 
 

別
記
様
式
第
六
十
七
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 



様式第 67号（第 11条関係） 

法人 
県民税 
事業税 

・特別法人事業税 みなす申告決議書 
通 知 年 月 日 

年  月  日 
 

所
在
地 

 

決裁者  担当者 

 
 

  

 
 起案年月日 年  月  日 

法
人
名 様               

調定年月日 年  月  日 
 
県 税 管 理 番 号 

  

 決議年月日 年  月  日 
 
事業年度若しくは連結事業年度又は計算期間 年  月  日から     年  月  日まで  
 

事 業 税 

 

県 民 税 

前 事 業 年 度 の 事 業 税 額 
⑦ 

円 

法
人
税
割 

前 事 業 年 度 又 は 前 連 結 
事業年度の法人税割額 ① 

円 

月 数 換 算 
（前事業年度の月数） ⑧ 

６

（   ）
  

月数換算（前事業年度又は 
前連結事業年度の月数）② 

６

（   ）
  

地方税法第 72 条の２第１項第１号に掲げる事業 納 付 す べ き 法 人 税 割 額 
①×②   ③ 

円 

所

得

割 

前 事 業 年 度 の 所 得 割 額 
⑨ 

円 

均

等

割 

事務所等を有していた月数 
④ 

月 

納 付 す べ き 所 得 割 額 
⑨×⑧    ⑩ 

円 

納 付 す べ き 均 等 割 額 
円×④／12 ⑤ 

円 

付
加
価
値
割 

前事業年度の付加価値割額 
⑪ 

円 

納 付 す べ き 県 民 税 額 
③＋⑤    ⑥ 

円 

納付すべき付加価値割額 
⑪×⑧    ⑫ 

円 

 

資

本

割 

前 事 業 年 度 の 資 本 割 額 
⑬ 

円 

納 付 す べ き 資 本 割 額 
⑬×⑧    ⑭ 

円 

地方税法第 72 条の２第１項第２号に掲げる事業 

収

入

割 

前 事 業 年 度 の 収 入 割 額 
⑮ 

円 

納 付 す べ き 収 入 割 額 
⑮×⑧    ⑯ 

円 

地方税法第 72 条の２第１項第３号に掲げる事業 

所

得

割 

前 事 業 年 度 の 所 得 割 額 
⑰ 

円 

納 付 す べ き 所 得 割 額 
⑰×⑧    ⑱ 

円 

付
加
価
値
割 

前事業年度の付加価値割額 
⑲ 

円 

納付すべき付加価値割額 
⑲×⑧    ⑳ 

円 

資

本

割 

前 事 業 年 度 の 資 本 割 額 
㉑ 

円 

納 付 す べ き 資 本 割 額 
㉑×⑧    ㉒ 

円 

収

入

割 

前 事 業 年 度 の 収 入 割 額 
㉓ 

円 

納 付 す べ き 収 入 割 額 
㉓×⑧    ㉔ 

円 

特
別
法
人 

事
業
税 

前事業年度の特別法人事業税額 
㉕ 

円 

納付すべき特別法人事業税額 
㉕×⑧    ㉖ 

円 

納付すべき事業税額及び特別法人事業税額 
⑩＋⑫＋⑭＋⑯＋⑱＋      
⑳＋㉒＋㉔＋㉖       ㉗ 

円 
納 付 す べ き 合 計 税 額 

⑥＋㉗       ㉘ 

円 

備考 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４とする。 



 
 

別
記
様
式
第
九
十
三
号
、
別
記
様
式
第
九
十
五
号
及
び
別
記
様
式
第
百
三
号
の
四
中
「
受
領
者
印
」

を
「
受
領
者
」
に
、
「
取
扱
者
印
」
を
「
取
扱
者
」
に
改
め
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 



改 正 後 改 正 前 

  
様式第122号（第20条関係） 

 
保全担保提供命令決議書 

（略） 

 
理 
 
 
 
由 
 

１ 担保される金額の算出根拠は，次のとおりです。 
 
 
 
 ２ 
 
 
 

備考 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４とし，県税規則別記様式第
16号の18と複写式に印刷する。 

 

 
 
 

様式第122号（第20条関係） 

 
保全担保提供命令決議書 

（略） 

 
理 
 
 
 
由 
 

１ 担保される金額の算出根拠は次のとおりです。 
 
 
 
 ２ 
 
 
 

備考 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４とし，県税規則別記様式第
16号と18の複写式に印刷する。 

 

 
 
 
 
 
 

  



 
 

別
記
様
式
第
百
二
十
七
号
の
四
中 

「  
 

 
 

決
 
裁
 
日

 
付

 
印
 

施
 
行
 
日

 
付

 
印
 

 

を 
 

・
 
 
 
 
 
・
 

・
 
 
 
 
 
・
 

」 
 

「  
 

 
 

決
 
裁

 
日
 
付
 

施
 
行
 
日
 
付

 
 

に 
 

・
 
 
 
 
 
・
 

・
 
 
 
 
 
・
 

」 

 

改
め
る
。 

 
 

別
記
様
式
第
百
三
十
号
か
ら
別
記
様
式
第
百
三
十
一
号
の
十
四
ま
で
の
様
式
中
「印

」
を
削
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 



改 正 後 改 正 前 

  
様式第155号（第28条関係） 

  

  

（略） 

（注） （略） 
  

  

（略） 
納付（納入）受託取消し通知書 

（略） 

（略） 

（注） １ 納付（納入）を受託した証券を総務
局税務課（当事務所）において返還し
ますので，左記の受領証に署名の上，
受託したときに交付した納付（納入）
受託証書を持参してください。 

       なお，郵送を希望される場合は，署
名した左記の受領証，受託したときに
交付した納付（納入）受託証書及び  

       円切手（書留料金を含む。）を送
付してください。 

    ２ （略） 

  

  備考 （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第155号（第28条関係） 

  

  

（略） 

（注） （略） 
  

  

（略） 
納付（納入）受託取消し通知書 

（略） 

（略） 

（注） １ 納付（納入）を受託した証券を総務
局税務課（当事務所）において返還し
ますので，左記の受領証に署名押印の
上，受託したときに交付した納付（納
入）受託証書を持参してください。 

       なお，郵送を希望される場合は，署
名押印した左記の受領証，受託したと
きに交付した納付（納入）受託証書及
び   円切手（書留料金を含む。）
を送付してください。 

    ２ （略） 

  

  備考 （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第157号（第28条関係） 

  

  

（略） 

（注） （略） 
  

  

（略） 
納付（納入）受託取消し通知書 

（略） 

（略） 

（注） １ 納付（納入）を受託した証券を総務
局税務課（当事務所）において返還し
ますので，左記の受領証に署名の上，
受託したときに交付した納付（納入）
受託証書を持参してください。 

       なお，郵送を希望される場合は，署
名した左記の受領証，受託したときに
交付した納付（納入）受託証書及び  

       円切手（書留料金を含む。）を送
付してください。 

    ２ （略） 

  

  備考 （略） 
 
 

様式第157号（第28条関係） 

  

  

（略） 

（注） （略） 
  

  

（略） 
納付（納入）受託取消し通知書 

（略） 

（略） 

（注） １ 納付（納入）を受託した証券を総務
局税務課（当事務所）において返還し
ますので，左記の受領証に署名押印の
上，受託したときに交付した納付（納
入）受託証書を持参してください。 

       なお，郵送を希望される場合は，署
名押印した左記の受領証，受託したと
きに交付した納付（納入）受託証書及
び   円切手（書留料金を含む。）
を送付してください。 

    ２ （略） 

  

  備考 （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



第
四
条 

広
島
県
税
事
務
取
扱
規
則
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 

改 

正 

後 

改 

正 

前 

 
 

 

（
徴
収
金
の
調
定
及
び
徴
収
手
続
） 

第
十
一
条 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

県
税
事
務
所
長
は
、
法
第
五
十
三
条
第
一
項
若
し

く
は
第
二
項
又
は
法
第
七
十
二
条
の
二
十
六
第
五
項

の
規
定
に
よ
り
申
告
書
の
提
出
が
あ
つ
た
も
の
と
み

な
さ
れ
る
場
合
は
、
別
記
様
式
第
六
十
七
号
に
よ
る

法
人
県
民
税
・
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税
み
な
す 

 

申
告
決
議
書
に
よ
つ
て
調
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

（
略
） 

  

（
徴
収
猶
予
の
手
続
等
） 

第
十
五
条 

県
税
事
務
所
長
等
は
、
法
第
十
五
条
第
一

項
若
し
く
は
第
二
項
、
法
第
十
五
条
の
四
第
一
項
、

法
第
五
十
五
条
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第
七
十
二
条

の
三
十
八
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第
六
項
、
法
第
七

十
二
条
の
三
十
九
の
二
第
一
項
本
文
、
第
七
十
二
条

の
五
十
七
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第
七
十
三
条
の
二

十
五
第
一
項
（
法
附
則
第
十
一
条
の
四
第
二
項
、
第 

 

五
項
及
び
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。 

 

次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十

七
の
二
第
二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
三
第

二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
四
第
二
項
（
法

第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
五
第
二
項
及
び
法
第
七
十

三
条
の
二
十
七
の
七
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
法
第
七
十

三
条
の
二
十
七
の
六
第
二
項
、
法
第
百
六
十
四
条
第

二
項
、
法
第
百
四
十
四
条
の
二
十
九
第
一
項
若
し
く

は
埋
立
税
条
例
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
徴

収
猶
予
を
す
る
と
き
又
は
法
第
十
五
条
第
四
項
若
し

く
は
法
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二
第
五
項
（
同
条

第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規

定
に
よ
り
徴
収
猶
予
の
期
間
延
長
を
す
る
と
き
は
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
決
議
書
に
よ
つ
て
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

  

一
―
五 

（
略
） 

２ 

県
税
事
務
所
長
等
は
、
法
第
十
五
条
第
一
項
若
し

く
は
第
二
項
、
法
第
五
十
五
条
の
二
第
一
項
本
文
、

法
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第 

 

六
項
、
法
第
七
十
二
条
の
三
十
九
の
二
第
一
項
本
文
、 

 

第
七
十
二
条
の
五
十
七
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第
百

四
十
四
条
の
二
十
九
第
一
項
若
し
く
は
埋
立
税
条
例

第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
申
請
さ
れ
、
若
し

く
は
法
第
七
十
三
条
の
二
十
五
第
一
項
、
法
第
七
十

三
条
の
二
十
七
の
二
第
二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二

十
七
の
三
第
二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
四

第
二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
六
第
二
項
若

 

（
徴
収
金
の
調
定
及
び
徴
収
手
続
） 

第
十
一
条 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

県
税
事
務
所
長
は
、
法
第
五
十
三
条
第
一
項
若
し

く
は
第
三
項
又
は
法
第
七
十
二
条
の
二
十
六
第
五
項

の
規
定
に
よ
り
申
告
書
の
提
出
が
あ
つ
た
も
の
と
み

な
さ
れ
る
場
合
は
、
別
記
様
式
第
六
十
七
号
に
よ
る

法
人
県
民
税
・
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税
み
な
す 

 

申
告
決
議
書
に
よ
つ
て
調
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

（
略
） 

  
（
徴
収
猶
予
の
手
続
等
） 

第
十
五
条 

県
税
事
務
所
長
等
は
、
法
第
十
五
条
第
一

項
若
し
く
は
第
二
項
、
法
第
十
五
条
の
四
第
一
項
、

法
第
五
十
五
条
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第
五
十
五
条

の
四
第
一
項
本
文
、
法
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二

第
一
項
若
し
く
は
第
六
項
、
法
第
七
十
二
条
の
三
十

九
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第
七
十
二
条
の
三
十
九
の

四
第
一
項
本
文
、
第
七
十
二
条
の
五
十
七
の
二
第
一

項
本
文
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
五
第
一
項
（
法
附

則
第
十
一
条
の
四
第
二
項
、
第
五
項
及
び
第
七
項
に

お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
二
第
二
項
、

法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
三
第
二
項
、
法
第
七
十

三
条
の
二
十
七
の
四
第
二
項
（
法
第
七
十
三
条
の
二

十
七
の
五
第
二
項
及
び
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の

七
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項

に
お
い
て
同
じ
。
）
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の

六
第
二
項
、
法
第
百
六
十
四
条
第
二
項
、
法
第
百
四

十
四
条
の
二
十
九
第
一
項
若
し
く
は
埋
立
税
条
例
第

十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
徴
収
猶
予
を
す
る
と

き
又
は
法
第
十
五
条
第
四
項
若
し
く
は
法
第
七
十
二

条
の
三
十
八
の
二
第
五
項
（
同
条
第
七
項
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
徴
収
猶

予
の
期
間
延
長
を
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ

る
決
議
書
に
よ
つ
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一
―
五 

（
略
） 

２ 

県
税
事
務
所
長
等
は
、
法
第
十
五
条
第
一
項
若
し

く
は
第
二
項
、
法
第
五
十
五
条
の
二
第
一
項
本
文
、

法
第
五
十
五
条
の
四
第
一
項
本
文
、
法
第
七
十
二
条

の
三
十
八
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第
六
項
、
法
第
七

十
二
条
の
三
十
九
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第
七
十
二

条
の
三
十
九
の
四
第
一
項
本
文
、
第
七
十
二
条
の
五

十
七
の
二
第
一
項
本
文
、
法
第
百
四
十
四
条
の
二
十

九
第
一
項
若
し
く
は
埋
立
税
条
例
第
十
一
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
り
申
請
さ
れ
、
若
し
く
は
法
第
七
十
三

条
の
二
十
五
第
一
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の 

 

二
第
二
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
三
第
二
項
、 



し
く
は
法
第
百
二
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
申

告
さ
れ
た
徴
収
猶
予
を
認
め
な
い
と
き
、
法
第
十
五

条
第
四
項
若
し
く
は
法
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二

第
五
項
（
同
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
申
請
さ
れ
た
徴
収
猶
予
の

期
間
延
長
を
認
め
な
い
と
き
又
は
法
第
十
五
条
の
三

第
一
項
（
法
第
百
四
十
四
条
の
二
十
九
第
二
項
及
び

埋
立
税
条
例
第
十
一
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。
）
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
六
第
一

項
（
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
二
第
三
項
、
法
第

七
十
三
条
の
二
十
七
の
三
第
三
項
、
法
第
七
十
三
条

の
二
十
七
の
四
第
三
項
（
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七

の
五
第
二
項
及
び
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
七
第

二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
法
第

七
十
三
条
の
二
十
七
の
六
第
三
項
並
び
に
法
附
則
第

十
一
条
の
四
第
二
項
、
第
五
項
及
び
第
七
項
に
お
い

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
法
第
百
六
十
四
条

第
四
項
若
し
く
は
条
例
第
五
十
二
条
の
三
の
二
の
規

定
に
よ
り
徴
収
猶
予
の
取
消
し
を
す
る
と
き
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
決
議
書
に
よ
つ
て
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

  

一
―
四 

（
略
） 

  

（
徴
収
猶
予
等
に
係
る
担
保
の
徴
収
等
） 

第
十
九
条 

県
税
事
務
所
長
等
は
、
法
第
十
六
条
第
一

項
、
第
五
十
五
条
の
二
第
二
項
本
文
、
第
七
十
二
条

の
三
十
八
の
二
第
二
項
（
同
条
第
七
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
七
十
二
条
の
三
十
九

の
二
第
二
項
本
文
、
第
七
十
二
条
の
五
十
七
の
二
第

二
項
本
文
若
し
く
は
埋
立
税
条
例
第
十
一
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
り
担
保
を
徴
し
、
法
第
十
六
条
の
三
第

一
項
若
し
く
は
第
百
四
十
四
条
の
二
十
第
一
項
の
規

定
に
よ
り
保
全
担
保
の
提
供
を
命
じ
、
法
第
十
六
条

の
五
第
一
項
（
法
第
五
十
五
条
の
二
第
三
項
、
第
七

十
二
条
の
三
十
八
の
二
第
十
二
項
、
第
七
十
二
条
の

三
十
九
の
二
第
三
項
、
第
七
十
二
条
の
五
十
七
の
二

第
三
項
、
第
七
十
四
条
の
十
一
第
二
項
、
第
百
四
十

四
条
の
二
十
第
二
項
、
第
百
四
十
四
条
の
二
十
九
第

二
項
及
び
埋
立
税
条
例
第
十
一
条
第
三
項
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
担
保
財

産
を
処
分
し
、
又
は
条
例
第
七
十
一
条
の
六
若
し
く

は
第
百
十
二
条
の
九
の
規
定
に
よ
り
担
保
の
提
供
を

受
け
た
と
き
は
、
別
記
様
式
第
百
二
十
号
に
よ
る
担

保
物
件
整
理
簿
に
よ
つ
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
県
税
規
則
第
十
一
条
の
七
第
二
項
若
し
く
は
第

十
一
条
の
八
第
五
項
、
法
第
十
六
条
の
三
第
七
項
若

し
く
は
第
八
項
又
は
広
島
県
産
業
廃
棄
物
埋
立
税
条 

 

例
施
行
規
則
（
平
成
十
五
年
広
島
県
規
則
第
十
二
号
。 

 

以
下
「
埋
立
税
規
則
」
と
い
う
。
）
第
十
三
条
第
三

項
の
規
定
に
よ
り
担
保
を
解
除
し
た
と
き
も
、
ま
た

同
様
と
す
る
。 

  

２ 

（
略
） 

 

法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
四
第
二
項
、
法
第
七
十

三
条
の
二
十
七
の
六
第
二
項
若
し
く
は
法
第
百
二
十

五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
申
告
さ
れ
た
徴
収
猶
予

を
認
め
な
い
と
き
、
法
第
十
五
条
第
四
項
若
し
く
は

法
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二
第
五
項
（
同
条
第
七

項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に

よ
り
申
請
さ
れ
た
徴
収
猶
予
の
期
間
延
長
を
認
め
な

い
と
き
又
は
法
第
十
五
条
の
三
第
一
項
（
法
第
百
四

十
四
条
の
二
十
九
第
二
項
及
び
埋
立
税
条
例
第
十
一

条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、

法
第
七
十
三
条
の
二
十
六
第
一
項
（
法
第
七
十
三
条

の
二
十
七
の
二
第
三
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七

の
三
第
三
項
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
四
第
三

項
（
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
五
第
二
項
及
び
法

第
七
十
三
条
の
二
十
七
の
七
第
二
項
に
お
い
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
法
第
七
十
三
条
の
二
十
七 

 

の
六
第
三
項
並
び
に
法
附
則
第
十
一
条
の
四
第
二
項
、 

 

第
五
項
及
び
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
、
法
第
百
六
十
四
条
第
四
項
若
し
く
は
条
例

第
五
十
二
条
の
三
の
二
の
規
定
に
よ
り
徴
収
猶
予
の

取
消
し
を
す
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
決
議

書
に
よ
つ
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一
―
四 
（
略
） 

  

（
徴
収
猶
予
等
に
係
る
担
保
の
徴
収
等
） 

第
十
九
条 

県
税
事
務
所
長
等
は
、
法
第
十
六
条
第
一

項
、
第
五
十
五
条
の
二
第
二
項
本
文
、
第
五
十
五
条

の
四
第
二
項
本
文
、
第
七
十
二
条
の
三
十
八
の
二
第

二
項
（
同
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含 

 

む
。
）
、
第
七
十
二
条
の
三
十
九
の
二
第
二
項
本
文
、 

 

第
七
十
二
条
の
三
十
九
の
四
第
二
項
本
文
、
第
七
十

二
条
の
五
十
七
の
二
第
二
項
本
文
若
し
く
は
埋
立
税 

 

条
例
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
担
保
を
徴
し
、 

 

法
第
十
六
条
の
三
第
一
項
若
し
く
は
第
百
四
十
四
条

の
二
十
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
保
全
担
保
の
提
供
を

命
じ
、
法
第
十
六
条
の
五
第
一
項
（
法
第
五
十
五
条

の
二
第
三
項
、
第
五
十
五
条
の
四
第
三
項
、
第
七
十

二
条
の
三
十
八
の
二
第
十
二
項
、
第
七
十
二
条
の
三

十
九
の
二
第
三
項
、
第
七
十
二
条
の
三
十
九
の
四
第

三
項
、
第
七
十
二
条
の
五
十
七
の
二
第
三
項
、
第
七

十
四
条
の
十
一
第
二
項
、
第
百
四
十
四
条
の
二
十
第

二
項
、
第
百
四
十
四
条
の
二
十
九
第
二
項
及
び
埋
立

税
条
例
第
十
一
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
担
保
財
産
を
処
分
し
、

又
は
条
例
第
七
十
一
条
の
六
若
し
く
は
第
百
十
二
条 

 

の
九
の
規
定
に
よ
り
担
保
の
提
供
を
受
け
た
と
き
は
、 

 

別
記
様
式
第
百
二
十
号
に
よ
る
担
保
物
件
整
理
簿
に

よ
つ
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
県
税
規
則
第

十
一
条
の
七
第
二
項
若
し
く
は
第
十
一
条
の
八
第
五

項
、
法
第
十
六
条
の
三
第
七
項
若
し
く
は
第
八
項
又

は
広
島
県
産
業
廃
棄
物
埋
立
税
条
例
施
行
規
則
（
平

成
十
五
年
広
島
県
規
則
第
十
二
号
。
以
下
「
埋
立
税

規
則
」
と
い
う
。
）
第
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ

り
担
保
を
解
除
し
た
と
き
も
、
ま
た
同
様
と
す
る
。 

２ 

（
略
） 



 
 

 
（
滞
納
処
分
に
使
用
す
る
通
知
書
の
様
式
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
五
条 
滞
納
処
分
に
使
用
す
る
通
知
書
の
様
式
等
に
関
す
る
規
則
（
平
成
四
年
広
島
県
規
則
第
七
十
五

号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 



改 正 後 改 正 前 

  
様式第124号（第58条関係） 

  

（略） 
 

県 税 充 当 済 通 知 書 
 

 公売保証金について，国税徴収法第100条第３項の規定により，次
のとおり徴収金に充てました。 
 

（略） 

（注） （略） 
備考 （略） 

 
様式第125号（第58条関係） 

  

（略） 
 

県 税 充 当 済 通 知 書 
 

 差し押さえた金銭について，国税徴収法第129条第２項の規定によ
り，次のとおり徴収金に充てました。 
 

（略） 

（注） （略） 
備考 （略） 

 
 
 
 
 
 
 

様式第124号（第58条関係） 

  

（略） 
 

県 税 充 当 済 通 知 書 
 

 次のとおり，国税徴収法第100条第３項の規定により公売保証金を
徴収金に充てました。 
 

（略） 

（注） （略） 
備考 （略） 

 
様式第125号（第58条関係） 

  

（略） 
 

県 税 充 当 済 通 知 書 
 

 次のとおり，国税徴収法第129条第２項の規定により差し押さえた
金銭を徴収金に充てました。 
 

（略） 

（注） （略） 
備考 （略） 

 
 
 
 
 
 
 



様式第126号（第58条関係） 

  

（略） 
 

県 税 充 当 済 通 知 書 
 

 交付要求により交付を受けた金銭について，国税徴収法第129条第
２項の規定により，次のとおり徴収金に充てました。 
 

（略） 

（注） （略） 
備考 （略） 

 
 

様式第126号（第58条関係） 

  

（略） 
 

県 税 充 当 済 通 知 書 
 

 次のとおり，国税徴収法第129条第２項の規定により交付要求によ
り交付を受けた金銭を徴収金に充てました。 
 

（略） 

（注） （略） 
備考 （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



 
（
広
島
県
産
業
廃
棄
物
埋
立
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
改
正
） 

第
六
条 

広
島
県
産
業
廃
棄
物
埋
立
税
条
例
施
行
規
則
（
平
成
十
五
年
広
島
県
規
則
第
十
二
号
）
の
一
部

を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示
す
よ
う

に
改
正
す
る
。 



改 正 後 改 正 前 

  
様式第１号（第３条関係） 

  

 （略） 

（略） 
 

産業廃棄物埋立税の課税免除の届出書 
 

（略） 

（略） 

（注） （略） 
備考 （略） 

 
 

様式第１号（第３条関係） 

  

 （略） 

（略） 
 

廃業廃棄物埋立税の課税免除の届出書 
 

（略） 

（略） 

（注） （略） 
備考 （略） 

 
 
 
 
 

  



 
 
 

附 

則 

 
（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
条
及
び
第
四
条
の
規
定
は
、
令
和
四
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

（
地
方
法
人
特
別
税
に
関
す
る
経
過
措
置
） 

２ 

令
和
元
年
十
月
一
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
係
る
法
人
の
事
業
税
と
併
せ
て
賦
課
さ
れ
、
又
は

申
告
さ
れ
る
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
十
三
号
）
附
則
第

三
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
同
法
第
九
条
の
規
定
に
よ

る
廃
止
前
の
地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置
法
（
平
成
二
十
年
法
律
第
二
十
五
号
）
に
規
定

す
る
地
方
法
人
特
別
税
に
お
け
る
広
島
県
税
規
則
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
更
正
請
求
書
に
つ
い

て
は
、
こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
後
の
別
記
様
式
第
二
十
八
号
中
「特

別
法
人
事
業
税

」
と
あ
る
の
は
「

地
方
法
人
特
別
税

」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 


